


当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。 

このような政府の施策を背景に、当ファンドは以下の点に着目！！ 
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■当ファンドでは「女性の活躍促進」と企業の「経営効率・利益成長力」に着目し、投資銘柄を厳選して高いパフォーマンスをめざします。 

 

当ファンドのポイント 

日本の「稼ぐ力」 
を取り戻す  

・コーポレートガバナンスの強化  

・成長志向型の法人税改革 

「日本再興戦略」 
改訂２０１４ 
より抜粋 

女性の活躍促進と 
働き方改革  

・女性の更なる活躍促進 

・働き方の改革  

ポイント① 
 

女性の 
活躍促進 

ポイント② 
 

経営効率と 
利益成長力 

日本株式セレクト 
- アクティブ・ウーマン-  

経済活性化に向け政府が打ち出した政策 

２つのポイントに着目、 
投資銘柄を厳選 

高いパフォーマンスをめざす！！ 



当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。 
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出所）総務省統計局等のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
※２５歳から４４歳までの就業率 

（百万人） （％） 

★ 
データ期間： ２０００年～２０３０年（５年毎） データ期間： ２０００年～２０１３年（年次） 

２０２０年までに 
７３％達成を目標 

2 

（％） 

（年） （年） 

出所）国連のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 

出所）ＯＥＣＤのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
※２０１２年の調査（対象：高校卒業以上） 
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出所）総務省統計局のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
※２０１３年の調査 

（％） 

育児等で時間をとられる３０代や、両親の介護
等の問題が生じてくる５５歳以上で低い水準に
とどまっている。 

■人口が減少基調にあり、高齢化が進展する日本においては、女性の更なる活躍が経済成長に不可欠となっています。政府は、女性の 

就業率を２０２０年までに７３％へ引き上げることを政策目標とし様々な施策を打ち出しています。 

■なお、日本の女性就業率はアイスランドなど欧州諸国と比較すると未だ低い水準となっており、上昇余地は大きいと考えられます。 

 

（歳） 

上位１０カ国 
平均85.6％ 

女性の更なる活躍が経済成長に不可欠 

日本の人口の推移 日本の女性就業率の推移 

女性就業率の比較 日本 女性の年齢区分別就業率 
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出所）厚生労働省のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 

データ期間：２００７年～２０１４年（年次） データ期間：２００７年～２０１２年（年次） 

出所）厚生労働省のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
対象：介護老人福祉施設における介護サービス受給者数 

（年） （年） 

（万人） （万人） 

■保育所や介護サービスの利用者数は増加、日本でも女性が家庭の外で働く環境整備が徐々に進展しています。政府は待機児童の解消

など、女性が就業しやすい環境づくりに取り組んでおり、今後、企業等で女性の活躍する機会が大幅に増加することが期待されます。 

■女性の就業をサポートする商品やサービスは、今後、需要の拡大が見込まれます。当ファンドではこれらの商品・サービスの提供を行う 

企業にも積極的に投資を行います。 

 

（ヵ所） 

女性の就業をサポートする商品等の需要拡大が見込まれる 

保育所数・利用児童数の推移 介護サービス受給者数の推移 



当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。 

3.6

3.8

4.0

4.2

4.4

27

28

29

30

31

2003 2005 2007 2009 2011 2013

支出額全体（左軸）

化粧品等（右軸）

16

17

18

19

20

21

22

2009 2010 2011 2012 2013

4 

出所）総務省統計局のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
対象：２人以上の世帯 

（万円） （キロ） 

■世帯当りの全体の支出額は減少する中であっても、化粧品等に対する支出額は増加傾向にあります。また、単身・高齢者世帯の増加 

などを背景に冷凍食品の１人当り消費量も年々伸びています。 

■今後、女性の就業率が高まることによって、所得の増加も期待され、化粧品や服飾品など身だしなみにかける支出や、冷凍食品や 

お惣菜など中食に対する支出額の更なる拡大も見込まれます。 

出所）一般社団法人日本冷凍食品協会のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 

（千円） データ期間：２００３年～２０１３年（年次） 

（年） 
（年） 

データ期間：２００９年～２０１３年（年次） 

拡大が見込まれる女性の消費 

世帯当りの支出額の推移（月額） 冷凍食品の消費量の推移（１人当り） 
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＊取締役会の女性比率が当該業種において相対的に高い上位２５%の企業群 
 

出所）Ｍｃｋｅｎｓｅｙ＆Ｃｏｍｐａｎｙのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
※調査対象：イギリス、フランス、ドイツ、スペイン、スウェーデン、ノルウェー、ブラジル、ロシア、インド、中国の２７９社 
※ＲＯＥ：２００７年～２００９年の平均値 

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
※２０１４年１０月のブルームバーグ集計値 

（％） 

取締役会に占める 
女性の割合が高い企業＊ 

取締役会に 
女性がいない企業 

（％） 

■役員に女性を登用する等、女性が活躍する企業の経営効率は相対的に優れているとの海外の調査結果もあります。また、国内では経済 

産業省などが、女性が活躍する企業を選定し「なでしこ銘柄」として公表していますが、これらの企業は高い利益成長が見込まれています。 

■今後、女性が活躍することによって、日本企業の経営効率や利益成長力の向上が期待されます。 

１年間 
（2013年～2014年） 

３年間 
（2013年～2016年） 

ＲＯＥとは？ 
当期利益を自己資本で割って算出。 
企業の経営効率を総合的にはかる 
指標として、海外投資家も注目する。 

「なでしこ銘柄」とは？ 
東証一部上場企業の中から、業種ごとに、

女性が働き続けるための環境整備を含め、

女性の活用を積極的に進めている企業。 
２０１３年度は２６銘柄が選定されています。 

女性の活躍により経営効率や利益成長力の向上が期待される 

ＲＯＥ（自己資本利益率）の比較 ＥＰＳ（１株当り純利益）成長率 
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■今後、女性が活躍することよって、それを支える企業の業績や女性の消費拡大、更には日本企業の経営効率や利益成長力の向上が 

期待されます。 

■少子高齢化が避けられない日本ではあるものの、女性の活躍によりもたらされる好循環によって、経済の活性化が見込まれます。 

女性の活躍がもたらす好循環 

～ 国際的にも注目される、日本女性の潜在力 ～ 

「日本には未活用のよく教育された女性労働力というすごい潜在成長力がある」と、 

国際通貨基金（ＩＭＦ）ラガルド専務理事は「女性の活躍」を日本経済活性化のキーポイントに挙げている。 

女性の活躍により 
企業の経営効率や 
利益成長力が向上 

女性が活躍する企業の業績拡大 

拡
大
が
見
込
ま
れ
る
女
性
の
消
費 

日本経済に好循環をもたらす 

「女性の活躍」 
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■日本企業の業績は今後も拡大が見込まれており、更なる株価の上昇が期待されます。ただし、銘柄間の格差は大きく、経営効率に優れた

企業を選定し構成銘柄とする新株価指数「ＪＰＸ日経インデックス４００」※でみても、株価パフォーマンスは銘柄によって大きく異なります。 

■当ファンドでは各企業の「女性の活躍」とともに「経営効率・利益成長力」に着目し、株価の上昇が期待される銘柄に厳選して投資します。 

※ＪＰＸ日経インデックス４００はＲＯＥの水準等をもとに選定された、経営効率に優れた４００銘柄で構成する指数です。日本取引所グループおよび東京証券取引所、日本経済新聞社が２０１４年１月より算出しています。 

 

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
予想ＥＰＳ（１株当り純利益）は２０１４年１１月現在のブルームバーグ集計値。 

データ期間：２００４年１０月末～２０１４年１０月末（月次） 

２０１４年 

２０１５年 

２０１６年 
（社） 

出所) ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
株価パフォーマンス：２０１４年１０月末現在 

銘柄間の格差は大きい、問われる銘柄選択のチカラ 

株価と企業業績の推移 
ＪＰＸ日経インデックス４００構成銘柄  

過去半年間の株価パフォーマンスの分布 

（年/月） 
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① 
高ＲＯＥ 

高増益率 
銘柄群 

④ 
低ＲＯＥ 

低増益率 
銘柄群 

増益率 

②高ＲＯＥ銘柄群 

③高増益率 
銘柄群 

各銘柄群のイメージ 
（％） データ期間：2009年9月末～2014年9月末（月次） 

上記は、高ＲＯＥ銘柄群・高増益率銘柄群などのパフォーマンスを示したものであり、当ファンドの運用実績ではありません。各銘柄群のパフォーマンスは、毎月、ＲＯＥと増益率を用いてＴＯＰＩＸ構成銘柄を９つの   
銘柄群に分割、各銘柄群の株価変動率の単純平均からＴＯＰＩＸの変動率を差し引いて超過収益率を算出しています。当ファンドの将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。 

出所)ブルームバーグ等のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
 

ＴＯＰＩＸ構成銘柄を 
ＲＯＥ、増益率を用いて 
９つの銘柄群に分割 

高 

高 

低 

低 中 

中 
Ｒ
Ｏ
Ｅ 

■以下はＲＯＥの水準および増益率に着目し、ＴＯＰＩＸ構成銘柄のパフォーマンスを確認したものです。ＲＯＥが高い銘柄群(②)や増益率

が高い銘柄群(③)に比べ、ＲＯＥ・増益率ともに高い銘柄に絞り込んだ銘柄群(①)のパフォーマンスが優れていることが確認されます。 

■当ファンドの運用にあたっては「女性の活躍促進」とともに、「経営効率・利益成長力」に着目し、今後の株価上昇に対する確信度の高い

銘柄に厳選して投資を行います。 

経営効率・利益成長力ともに高い銘柄群は良好なパフォーマンス 

高ＲＯＥ銘柄群・高増益率銘柄群などのパフォーマンスの推移 (対ＴＯＰＩＸ超過収益率) 

（年/月） 
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ファンドの特色 

9 

日本企業の株式を投資対象とし、信託財産の成長をめざします。 

「女性の活躍促進」「経営効率・利益成長力」に着目し、投資銘柄を厳選します。 

年４回決算を行います。 

■ １・４・７・１０月の各１４日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行います。 

■ 徹底した調査・分析に基づくボトムアップ・アプローチ※により、投資銘柄を選定します。 

経営効率・利益成長力 女性の活躍促進 

銘柄選定の着目点 

※ ボトムアップ・アプローチとは、企業訪問等を通じた個別企業の調査・分析に基づき投資価値を判断し、投資銘柄を選別する運用手法のことをいいます。 

※ただし、初回決算日は、２０１５年４月１４日とします。 
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ＲＯＥの水準やトレンドに着目し、 
経営効率に優れ利益成長力を有する企業を抽出 
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国内上場銘柄 
約３，５００銘柄 

投資ユニバース 
約１５０銘柄 

ポートフォリオ※ 

約３０～５０銘柄 

※経営効率・利益成長力に着目し、“女性向け商品・サービス”の開発・提供を行っていない企業に投資することがあります。 

上記運用プロセスや銘柄数は２０１４年１１月現在のものであり、今後変更となる場合があります。 

・流動性の低い銘柄、信用リスクの高い銘柄を排除 

“女性向け商品・サービス”の 
開発・提供を行っている企業を抽出 

情報収集、分析 

・女性のライフスタイル等に関するニッセイ基礎研究所等の外部機関のレポート等参照  

・適正株価を算出し、市場価格との乖離を確認 

割安度評価 

投資銘柄・ウェイトの決定 

・業界の中長期的な成長見通し 

投資ユニバースの選定 

投資不適格銘柄の排除 

経営効率に優れ 
利益成長力を有する企業を抽出 

女 性 関 連 企 業 の 抽 出 

など 

“女性の力の活用”に積極的な企業のウェイトを上乗せ 

・成長要因の主要素の特定 

ポートフォリオの構築プロセス 

業種配分、 リスクコントロールの観点から組入銘柄・投資ウェイトを決定 
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Small, 

11.9%

TOPIX 

Core30, 

13.3%
TOPIX 

Large70, 

16.5%

TOPIX 

Mid400, 

34.4%

TOPIX 

Small, 

22.9%

TOPIX

以外, 

12.8%

■参考ポートフォリオは３８銘柄で構成されていますが、サイズ別構成比を見ると、ＴＯＰＩＸよりも中小型銘柄の割合が高くなっています。 

また、業種別構成比ではＴＯＰＩＸと比較してサービス業等のウェイトが高い一方、鉄鋼など組み入れのない業種もあります。 
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出所）ブルームバーグ等のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
ＴＯＰＩＸ Ｃｏｒｅ３０：時価総額・流動性の特に高い３０銘柄、ＴＯＰＩＸ Ｌａｒｇｅ７０：ＴＯＰＩＸ Ｃｏｒｅ３０についで時価総額・流動性の高い７０銘柄、ＴＯＰＩＸ Ｍｉｄ４００：ＴＯＰＩＸ Ｌａｒｇｅ７０についで時価総額・流動性の高い４００銘柄、ＴＯＰＩＸ Ｓｍａｌｌ：ＴＯＰＩＸ
の算出対象から前述の構成銘柄を除いた銘柄。 

参考ポートフォリオ 

「参考ポートフォリオ」とは、これから運用を開始するファンドのイメージをつかんで頂くための仮のポートフォリオのことです。ファンドの実際のポートフォリオとは異なりますので、あくまでご参考としてお考えください。「参考ポートフォリオ」に関する情
報は２０１４年１０月末現在の市場環境に基づいて作成したものであり、実際の組入銘柄・組入比率・銘柄数等は、運用担当者の判断、市況動向、ファンドの資金動向等により変わります。将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではあ
りません。また、特定の銘柄の推奨を意図するものではありません。 

参考ポートフォリオの概要 
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「参考ポートフォリオ」とは、これから運用を開始するファンドのイメージをつかんで頂くための仮のポートフォリオのことです。ファンドの実際のポートフォリオとは異なりますので、あくまでご参考としてお考えください。「参考ポートフォリオ」に関する情
報は２０１４年１０月現在の市場環境に基づいて作成したものであり、実際の組入銘柄・組入比率・銘柄数等は、運用担当者の判断、市況動向、ファンドの資金動向等により変わります。将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではあり
ません。また、特定の銘柄の推奨を意図するものではありません。 

出所）ブルームバーグ等のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成。 

参考ポートフォリオの主要組入銘柄 

企業名 東証３３業種 企業概要 女性関連トピック

ピジョン その他製品
哺乳びんや離乳食などベビー関連用品などを中心に展開。
グローバルにも展開、ＲＯＥは上昇傾向を維持。

保育園の運営や介護事業などの事業の多角化も推進。

ドクターシーラボ 化学
化粧品や健康補助食品などを販売するメディカルコスメのリーディングブランド。
通信販売での購入促進により売上高が増加、ＲＯＥは業界水準を上回る。

子育てする女性社員による商品開発を実施するなど、女性活用に力を入れている。

日本たばこ産業 （ＪＴ） 食料品
たばこ製品の製造等を国際的に行い、医薬事業や食品事業も展開する。
経営効率の改善などを背景に長期的に増益基調が見込まれている。

女性が働き続けやすい職場環境を構築。また、女性管理職も積極登用している。

テンプホールディングス サービス業
働く女性がまだ少なかった１９７０年代に創業、人材派遣を中心に展開。
企業の派遣需要増等が収益に寄与し、ＥＰＳは今後２ケタ成長が見込まれている。

育児休暇等から復帰する女性の利用も想定される人材派遣などのサービスを提供。

ファーストリテイリング 小売業
郊外型カジュアル衣料品店｢ユニクロ｣ を国内および海外で展開。
在庫や配送管理の強化で、物流効率および販売の改善が見込まれている。

ダイバーシティ経営を推進し、管理職に女性を積極的に登用する。

サイバーエージェント サービス業
ウェブサイトを媒体とした広告枠の販売などの広告代理事業を展開。
スマートフォンへの事業シフトが奏功、今後も高い増収率が期待されている。

女性が働き続けられる職場をめざし、女性社員向け人事制度を導入。

オリエンタルランド サービス業
ディズニーとライセンス契約、同コンテンツを使用したテーマパークを運営。
パークの再開発が将来の収益拡大に貢献すると見込まれている。

同社テーマパーク来園者の半数以上を女性が占め、女性向けの商品開発も実施。

しまむら 小売業
全国で主に婦人衣料、紳士衣料などを販売するチェーンストアーを展開。
販売企画や広告宣伝の一元管理体制化が、運営の効率化に寄与している。

女性に人気のあるタレントを起用した「Ｌｕｎａｖｉｌｌｅ」等の商品開発なども実施。

ツムラ 医薬品
国内外で漢方製剤を含む医薬品のほか、入浴剤や化粧品も手掛ける。
漢方医学セミナー等を積極的に開催、今後の売上高の拡大が期待される。

女性特有の悩みに特化した「女性向け漢方」の開発・販売を行う。

小林製薬 化学
スローガン「“あったらいいな”をカタチにする」のもと、医薬品などを手掛ける。
スキンケアブランドなど新事業等が収益拡大に貢献することが見込まれている。

生活者の視点を要する家庭向け製品開発等に、女性社員を積極的に活用。
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データ期間：2009年10月30日～2014年10月31日（日次） 

出所)ブルームバーグ、ＩＲ資料などのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
※ＥＰＳ(１株当り純利益)予想値は、２０１４年１０月現在のブルームバーグ集計値 
※上記は、特定の銘柄を推奨するものではなく、また、当該銘柄を組入れることを保証するものではありません。 

ピジョン 

（年） 

（％） 

（年度） 

哺乳びんや離乳食などベビー関連用品だけでなく、保育園の運営やヘルスケア・介護事業など事業の多角化を進めている。グローバルにも 
展開し、ＲＯＥは上昇傾向を維持している。 

【企業概要】 

証券コード： ７９５６  業種：その他製品 

ピジョン 

ＴＯＰＩＸ業種別指数 
(その他製品) 

予想値 

育児をしながら働きたいという女性は増加、子育て支援サービスには追い風が吹いていると考えられる。また、市場の拡大が見込まれる 
ヘルスケア・介護事業は新規参入事業者も多く、競争は厳しいが、同社は育児で培ったブランド力を活かしこの分野でも収益の拡大を図る。 
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女性関連 
トピック 

参考銘柄① 

株価の推移 ＥＰＳ(１株当り純利益)の推移 

ＲＯＥ（自己資本利益率）の推移 

同社の主な製品・サービスなど 

（年/月） 
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データ期間：2009年10月30日～2014年10月31日（日次） 

出所)ブルームバーグ、ＩＲ資料などのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
※ＥＰＳ(１株当り純利益)予想値は、２０１４年１０月現在のブルームバーグ集計値 
※上記は、特定の銘柄を推奨するものではなく、また、当該銘柄を組入れることを保証するものではありません。 

テンプホールディングス 

（年） 

（％） 

（年度） 

働く女性がまだ少なかった１９７０年代に海外のビジネスモデルを参考にテンプスタッフを創業、人材派遣を中心に業容を拡大。 
企業の派遣需要増等が収益に寄与し、ＥＰＳは今後２ケタ成長が見込まれている。 

証券コード： ２１８１  業種：サービス業 

テンプホールディングス 

ＴＯＰＩＸ業種別指数 
(サービス業) 

予想値 

創業者である篠原会長はアメリカの『フォーチュン』誌で「世界最強の女性経営者」にも選出されている。育児等を終えた女性が就業を検討
する際には、人材派遣や人材紹介サービスを利用することも多く、同社の更なる成長が期待される。 
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参考銘柄② 

株価の推移 ＥＰＳ(１株当り純利益)の推移 

ＲＯＥ（自己資本利益率）の推移 

【企業概要】 

女性関連 
トピック 

（年/月） 

同社の主な製品・サービスなど 
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出所)ブルームバーグ、ＩＲ資料などのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
※ＥＰＳ(１株当り純利益)予想値は、２０１４年１０月現在のブルームバーグ集計値 
※上記は、特定の銘柄を推奨するものではなく、また、当該銘柄を組入れることを保証するものではありません。 

ドクターシーラボ 

（年） 

（％） 

（年度） 

皮膚の専門家が医学的見地から開発にかかわった化粧品「メディカルコスメ」のリーディングカンパニー。通信販売での購入促進により売上高
が増加、ＲＯＥは業界水準を上回る。 

証券コード： ４９２4  業種：化学 

ドクターシーラボ 

ＴＯＰＩＸ業種別指数 
(化学) 

予想値 

主力商品「アクアコラーゲンゲル」などのスキンケア化粧品の販売に加えて、サプリメントや食品など、身体の内側から健康と美容を応援する
商品を提供している。最近では、同社で子育てをする女性社員による商品をプロデュースするなど、女性活用にも力を入れている。 
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参考銘柄③ 

株価の推移 ＥＰＳ(１株当り純利益)の推移 

ＲＯＥ（自己資本利益率）の推移 

同社の主な製品・サービスなど 

【企業概要】 
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基準価額の変動要因 

■ファンド（マザーファンドを含みます）は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元
本を割込むことがあります。 

■ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果（損益）はすべて投資者の皆様のものとなり
ますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。 

主な変動要因 

株式投資リスク 
株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、また業績悪化（倒産に至る場合
も含む）等により、価格が下落することがあります。 

流動性リスク 
市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または価格で取引が行えず、
損失を被る可能性があります。 

※ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。 

16 

投資リスク 

当資料で使用したインデックスについて 
 

■東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は、株式会社東京証券取引所の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利は、株式会社東京証券取引所が有しています。 
 
■「ＪＰＸ日経インデックス４００」は、株式会社日本取引所グループおよび株式会社東京証券取引所（以下総称して「ＪＰＸグループ」といいます）ならびに株式会社日本経済新聞社（以下「日経」と

いいます）によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、「ＪＰＸグループ」および「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」自体および「ＪＰＸ日経インデックス４００」を算定する 
手法に対して、著作権その他一切の知的財産権を有しています。本商品は、当社の責任のもとで運用されるものであり、 「ＪＰＸグループ」および「日経」は、その運用および本商品の取引に関して、
一切の責任を負いません。「ＪＰＸグループ」および「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延または中断に関して、責任を負いません。 
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計算期間中に発生した収益を超えて支払われる場合 

前期決算日から基準価額が上昇した場合 前期決算日から基準価額が下落した場合 

10,550円 

10,500円 
期中収益 

（①＋②）50円 10,500円 

＊500円 
（③＋④） 

＊50円 
 

10,450円 

＊500円 
（③＋④） 

10,400円 

＊450円 
（③＋④） 

配当等収益 
①   20円 

10,300円 
 
 

＊80円 

 
 

＊420円 
（③＋④） 

 
 

前期決算日 当期決算日分配前 当期決算日分配後 前期決算日 当期決算日分配前 当期決算日分配後 

＊分配対象額 
 500円 

＊50円を取崩し ＊分配対象額 
 450円 

＊分配対象額 
 500円 

＊80円を取崩し ＊分配対象額 
 420円 

分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、
分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がります。 

 ファンドの信託財産          

分配金 

分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日
の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

※分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む
売買益ならびに③分配準備積立金および④収益調整金です。分配金は、収益分配 

 方針に基づき、分配対象額から支払われます。 

分配準備積立金 ： 期中収益（①および②）のうち、当期の分配金として支払われず信託
財産に留保された金額をいい、次期以降の分配金の支払いにあてる 
ことができます。 

収 益 調 整 金 ： 追加型株式投資信託において追加設定が行われることによって、既
存の受益者の分配対象額が減らないようにするために設けられた勘 
定です。 

※ 左記はイメージ図であり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものでは 
 ありませんのでご留意ください。 

分配金の一部が元本の一部払戻しに相当する場合 分配金の全部が元本の一部払戻しに相当する場合 

普通分配金 
 
 

受益者の購入価額 

分配前の 
個別元本 

元本払戻金 
 （特別分配金） 

受益者の購入価額 

分配前の 
個別元本 

元本払戻金 
 （特別分配金） 

分配後の基準価額 

分配後の 
個別元本 

分配後の基準価額 

分配後の 
個別元本 

受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の 
 運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 

普通分配金：個別元本（受益者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。 

元本払戻金（特別分配金）：個別元本を下回る部分からの分配金です。分配後の受益 
  者の個別元本は、元本払戻金（特別分配金）の額だけ減 
  少します。 

※普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書） 
 をご覧ください。 

ファンドで分配金が 
支払われるイメージ 

＊実質的に元本の一部
払戻しに相当する元本
払戻金（特別分配金）
が支払われると、その
金額だけ個別元本が 

 減少します。 
 また、元本払戻金（特

別分配金）部分は非 
 課税扱いとなります。 

分配金 
100円 

分配金 
100円 

＊ 

 
＊ 

 

分配金に関する留意事項 



当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。 

委託会社（ファンドの運用の指図を行います） 

 ニッセイアセットマネジメント株式会社 
 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第３６９号 

 加入協会：一般社団法人投資信託協会／一般社団法人日本投資顧問業協会 

受託会社（ファンドの財産の保管および管理を行います） 

 みずほ信託銀行株式会社 
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お申込みメモ 

購入単位 販売会社が定める単位とします。 

購入価額 
①当初申込期間：１口当り１円とします。 
②継続申込期間：購入申込受付日の基準価額とします。 

換金価額 換金申込受付日の基準価額とします。 

換金代金 換金申込受付日から起算して、原則として５営業日目からお支払いします。 

申込締切時間 
原則として毎営業日の午後３時までに販売会社の手続きが完了したものを 
当日受付分とします。 

購入の申込期間 
①当初申込期間：平成２６年１２月１日～平成２６年１２月２９日 
②継続申込期間：平成２６年１２月３０日以降 

当初募集額 ３００億円を上限とします。 

信託期間 平成３２年１０月１４日まで（設定日：平成２６年１２月３０日） 

繰上償還 
委託会社はあらかじめ受益者に書面により通知する等の手続きを経て、 
ファンドを繰上償還させることがあります。 

決算日 
１・４・７・１０月の各１４日（該当日が休業日の場合は翌営業日） 
※初回決算日は、平成２７年4月１４日とします。 

収益分配 年４回の毎決算日に、収益分配方針に基づき収益分配を行います。 

信託金の限度額 １，０００億円とします。 

課税関係 
課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、
少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。 

ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。 

ファンドの費用 

投資者が直接的に負担する費用 

購入時 
購 入 時 手 数 料 
（ 1 万 口 当 り ） 

購入申込受付日の基準価額（当初申込期間：１口当り１円）に３．２４％ 
（税抜３．０％）を上限として販売会社が独自に定める率をかけた額とします。 
※料率は変更となる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。 

換金時 信託財産留保額 ありません。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

毎日 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

ファンドの純資産総額に年率１．５５５２％（税抜１．４４％）をかけた額とし、
ファンドからご負担いただきます。 

監 査 費 用 
ファンドの純資産総額に年率０．０１０８％（税抜０．０１％）をかけた額を 
上限とし、ファンドからご負担いただきます。 

随時 
その他の費用・ 

手数料 

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の 
利息等はファンドからご負担いただきます。これらの費用は運用状況等により
変動するため、事前に料率・上限額等を記載することはできません。 

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異な
るため、事前に記載することはできません。なお、「ファンドの費用」に記載の消費税等相当額を付加した
各種料率は、消費税率に応じて変更となる場合があります。 
詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 

お申込みメモ／ファンドの費用 



Ｈ２６-ＭＡ２０６ 

コールセンター 

ご留意いただきたい事項 

 当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等（目論見書補完書面を含む）の内容を十分に 
 お読みになり、ご自身でご判断ください。 

 投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。証券会社以外の金融機関で購入された投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。 

 当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、資金動向、市況動向等によっては方針通りの運用ができない場合があります。 

 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。 
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